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４　策定根拠

○稲沢市総合計画に関する条例

平成29年１月31日
条例第１号

　（趣旨）
第１条　この条例は、総合計画の基本的事項その他総合計画の策定等に関し必要な事項を定める

ものとする。
　（総合計画）
第２条　総合計画は、総合的かつ計画的な市政運営を図るための長期的なまちづくりの指針であ

り、市の最上位の計画と位置付けるものとする。
２　総合計画は、次条から第５条までに規定する計画等で構成するものとする。
　（基本構想）
第３条　基本構想は、将来のまちづくりの方針及び市政の方向を定めるための基本的な考え方を

示すものとする。
　（基本計画）
第４条　基本計画は、基本構想に基づき実施する施策及びその方針を示すものとする。
　（推進計画）
第５条　推進計画は、基本計画に定める施策を推進するための具体的な事業等を示すものとす

る。
　（総合計画審議会への諮問）
第６条　市長は、基本構想を策定し、又は変更するときは、あらかじめ、稲沢市総合計画審議会

条例（平成４年稲沢市条例第28号）に規定する稲沢市総合計画審議会に諮問しなければならな
い。

　（議会の議決）
第７条　市長は、基本構想を策定し、又は変更するときは、議会の議決を経なければならない。
　（公表）
第８条　市長は、総合計画を策定し、又は変更したときは、速やかにこれを公表するものとする。
　（委任）
第９条　この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
　　　付　則
　この条例は、公布の日から施行する。
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平成４年12月22日
条例第28号

　（趣旨）
第１条　この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、

稲沢市総合計画審議会の設置及び運営に関する事項を定めるものとする。
　（設置）
第２条　市長の諮問に応じ、市の総合計画に関し必要な調査及び審議を行うため、稲沢市総合計

画審議会（以下「審議会」という。）を置く。
　（委員）
第３条　審議会は、委員28人以内で組織する。
２　委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。
　⑴　稲沢市議会の議員
　⑵　学識経験を有する者
　⑶　公共的団体の役員又は職員
　⑷　その他市長が必要と認める者
３　委員の任期は、当該諮問に係る調査及び審議を終了するまでとする。
　（会長及び副会長）
第４条　審議会に会長及び副会長を置く。
２　会長及び副会長は、委員の互選によって定める。
３　会長は、会務を総理する。
４　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。
　（会議）
第５条　審議会の会議は、会長が招集する。
２　審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。
３　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決するところによる。
　（庶務）
第６条　審議会の庶務は、市長公室企画政策課において処理する。
　（委任）
第７条　この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、市長が定める。
　　　付　則
　この条例は、公布の日から施行する。
　　　付　則（平成６年条例第５号）
　この条例は、平成６年４月１日から施行する。
　　　付　則（平成12年条例第10号）
　この条例は、公布の日から施行する。
　　　付　則（平成13年条例第29号）
　この条例は、公布の日から施行する。
　　　付　則（平成24年条例第４号）
　この条例は、平成24年４月１日から施行する。

○稲沢市総合計画審議会条例
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○稲沢市総合計画審議会運営要綱

　（趣旨）
第１条　この要綱は、稲沢市総合計画審議会条例（平成４年条例第28号）第７条の規定に基づ

き、稲沢市総合計画審議会（以下「審議会」という。）の運営について必要な事項を定めるも
のとする。

　（部会の設置）
第２条　審議会に、専門的事項の調査及び審議を行わせるため部会を置く。
２　部会の名称及び審議事項は、次のとおりとする。
　⑴　第１部会　生活・環境及び都市基盤・産業に関する事項
　⑵　第２部会　福祉・健康及び教育・文化に関する事項
　（部会の構成）
第３条　部会は、会長が指名する委員をもって組織する。
２　部会に部会長及び副部会長を置き、部会に属する委員の互選によってこれを定める。
３　部会長は、部会を総理する。
４　副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、その

職務を代理する。
　（部会）
第４条　部会は、部会長が招集する。
２　部会の会議は、部会員の半数以上が出席しなければ開くことができない。
　（審議結果の報告）
第５条　部会長は、部会の審議経過及び結果を審議会に報告しなければならない。
　（補則）
第６条　この要綱に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮っ

て定める。
　　　付　則
　この要綱は、平成５年５月10日から施行する。
　　　付　則
　この要綱は、平成14年７月10日から施行する。
　　　付　則
　この要綱は、平成18年10月１日から施行する。
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○稲沢市総合計画審議会委員名簿
（敬称略・順不同）

区　分 氏　名 役職など※1 所属部会※2 備　考

稲沢市議会
の議員
６人

出口　勝実 稲沢市議会議長 第２部会 副会長※3

加藤錠司郎 稲沢市議会議長 第２部会 副会長※3

杉山　茂和 稲沢市議会議員 第１部会
川合　正剛 稲沢市議会議員 第１部会
志智　　央 稲沢市議会議員 第２部会
渡辺ちなみ 稲沢市議会議員 第２部会
杤本　敏子 稲沢市議会議員 第１部会

学識経験を
有する者
３人

秀島　栄三 名古屋工業大学 大学院 工学研究科 教授 第１部会 会長
栗林　芳彦 名古屋文理大学　情報メディア学部　教授 第２部会
田中　基夫 愛知文教女子短期大学　教授 第２部会

市の区域内
の公共的団
体の役員又
は職員
９人

小島　洋一 稲沢商工会議所　副会頭 第１部会 部会長
田中　浩三 祖父江町商工会　会長 第１部会
松岡　重夫 平和町商工会　会長 第１部会
大津　幸博 愛知西農業協同組合　代表理事専務 第１部会 副部会長
青井　　博 稲沢市教育委員会　教育長職務代理者 第２部会
大島　宏之 稲沢市医師会　会長 第２部会 部会長
山内　孝三 稲沢市社会福祉協議会　会長 第２部会
柿沼　　晉 稲沢市老人クラブ連合会　会長 第２部会 副部会長
鈴木恵理子 稲沢市子ども会連絡協議会　顧問 第２部会

その他市長
が必要と認
める者
10人

鈴木　　忠 連合愛知尾張南地域協議会稲沢地区連絡会　議長 第２部会
森岡　庸晃 稲沢金融懇話会　幹事 第１部会
平井　直人 愛知県立稲沢高等学校　教諭 第１部会

後藤　清敬 名古屋鉄道株式会社　鉄道事業本部
土木部建設課　課長 第１部会

酒井　律治 防災ボランティア稲沢　会長 第１部会
各務　容子 ママサポートぴよぴよ 第２部会
定行加保里 公募 第２部会
坪内　留美 公募 第２部会
永井　美妃 公募 第１部会
中西　　弘 公募 第２部会

※1　委嘱日時点での役職など
※2　第１部会：生活・環境及び都市基盤・産業に関する事項
　　  第２部会：福祉・健康及び教育・文化に関する事項
※3　加藤錠司郎委員は第１回から第３回まで。出口勝実委員は第４回から第９回まで。
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○稲沢市総合計画審議会諮問・答申

28 稲 企 第 52 号
平成28年８月26日

稲沢市総合計画審議会会長　様
稲沢市長　大　野　紀　明

第６次稲沢市総合計画について（諮問）

稲沢市総合計画審議会条例第２条の規定に基づき、第６次稲沢市総合計画の策定について、
貴審議会の意見を求めます。

平成29年６月30日
稲沢市長　加藤錠司郎　様

稲沢市総合計画審議会
会長　秀　島　栄　三

第６次稲沢市総合計画について（答申）

平成28年８月26日付け28稲企第52号で諮問のありました第６次稲沢市総合計画（案）（基
本構想・基本計画）について、慎重に審議した結果、別添のとおり取りまとめましたので答
申します。

なお、計画の推進にあたっては、本答申及び審議過程で各委員から出された意見を十分に
尊重し、下記の点に留意されるよう要望します。

記

１　今後10年間のまちづくりのコンセプトとして掲げる「名古屋圏における本市の存在感
向上」に基づき施策を展開し、市民が将来もずっと暮らし続けるまち及び名古屋圏で働く
人が暮らしの場として憧れるまちの実現に努めること。

２　人口減少や高齢化の進展といった社会構造の大きな転換期の中、常に都市間競争を意識
するとともに、社会経済情勢の変化や多様化する市民ニーズを的確に捉えながら、計画の
着実な実施に努めること。

３　行政情報の公開や提供を積極的に行い、また、計画の説明と周知に努めつつ市民との情
報共有を図りながら、協働によるまちづくりの推進に努めること。

４　計画の推進においては、関連事業の選択と集中により費用対効果を最大限に高めるよう
努めること。また、厳しい財政状況の中、さらなる行財政改革に努めるとともに、財源の
確保に努めること。
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　（趣旨）
第１条　この要綱は、第６次稲沢市総合計画策定委員会の設置、組織及び運営に関し必要な事項

を定めるものとする。
　（設置）
第２条　第６次稲沢市総合計画（以下「総合計画」という。）の策定に当たり、第６次稲沢市総

合計画策定委員会（以下「策定委員会」という。）を設置する。
　（所掌事務）
第３条　策定委員会は、総合計画の策定に関する重要事項の審査及び調整を所掌する。
　（組織）
第４条　策定委員会は、別表第１に掲げる委員をもって組織する。
　（委員長及び副委員長）
第５条　策定委員会に、委員長及び副委員長を置く。
２　委員長は副市長をもって、副委員長は市長公室長をもって充てる。
３　委員長は、会務を総理する。
４　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。
　（会議）
第６条　策定委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。
２　策定委員会は、必要と認めたときは関係職員の出席を求め、説明又は意見を聴くことができ

る。
　（部会）
第７条　策定委員会に、部会を置く。
２　部会は、次に掲げる事項を所掌し、策定委員会に部門別計画案その他必要な資料を提出する。
　⑴　総合計画の策定に関する基本的事項の調査及び検討
　⑵　部門別計画案の作成
３　部会は、別表第２に掲げる課の職員をもって構成する。
４　前項に規定する職員は、主査以上の者とする。
５　部会に部会長を置き、部会員の互選によって定める。
６　部会は、部会長が招集し、会務を総理する。
　（庶務）
第８条　策定委員会の庶務は、市長公室企画政策課において処理する。
　（補則）
第９条　この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が策定委

員会に諮って定める。
　　　付　則
　この要綱は、平成28年５月18日から施行する。
　　　付　則
　この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

○第６次稲沢市総合計画策定委員会設置要綱
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○第６次稲沢市総合計画策定委員会名簿 平成 30 年１月現在

別表第１（第４条関係）
策定委員会委員

◎委員長　◯副委員長
（　）は前任者

職　名 氏　名 職　名 氏　名
副市長 ◎眞野　宏男 建設部長 高木　信治
教育長 恒川　武久 上下水道部長 菱田　浩正
市長公室長 ◯篠田　智徳 教育部長 遠藤　秀樹
総務部長 清水　　澄 議会事務局長 南谷　一夫

（桜木三喜夫） （大津　典正）
福祉保健部長 桜木三喜夫 消防長 石黒　秀治

（川口　紀昭） 市民病院事務局長 菱田　　真
経済環境部長 岩間　福幸

別表第２（第７条関係）
部会員　部会Ａ：まちの基盤づくり、生活環境

◎部会長　◯副部会長
（　）は前任者

所　属 氏　名 所　属 氏　名
総務部収納課 加賀　　彰 建設部用地管理課 加藤　高敬
経済環境部商工観光課 ◯寺澤　佳秀 建設部土木課 三輪　正臣
経済環境部環境保全課 粂田　裕子 建設部建築課 ◎森　　義孝
経済環境部環境施設課 花木　敦実 上下水道部水道業務課 橋本　正洋
建設部都市計画課 ◯長崎　倫典 上下水道部下水道課 松浦　　徹
建設部都市整備課 山内　竜典

　　　　部会Ｂ：子育て・教育、福祉、健康・医療、安心・安全
職　名 氏　名 職　名 氏　名

総務部総務課 佐久間優子 建設部土木課 三輪　正臣
総務部危機管理課 ◯鵜飼　善久 上下水道部下水道課 松浦　　徹
総務部危機管理課 ◯鈴木　元行 教育委員会事務局学校教育課 澤田　逸子
福祉保健部福祉課 佐藤　正裕 教育委員会事務局生涯学習課 大﨑　敬介
福祉保健部高齢介護課 中村　昇孝 教育委員会事務局スポーツ課 ◎内藤　邦将
福祉保健部こども課 後藤　誠治 教育委員会事務局スポーツ課 佐藤　健太
福祉保健部国保年金課 曽根　洋一 消防本部総務課 林　　大貴
福祉保健部健康推進課 ◯松岡美和子 市民病院事務局管理課 高木　　央

　　　　部会Ｃ：産業・労働、まちの魅力、文化的な暮らし、行政経営改革
職　名 氏　名 職　名 氏　名

市長公室秘書広報課 ◯南谷　真治 経済環境部農務課 横井　直樹
市長公室人事課 佐藤　由明 建設部土木課 金子　　薫
市長公室情報推進課 河合　征治 教育委員会事務局生涯学習課 ◯大﨑　敬介
総務部総務課 ◯佐久間優子 教育委員会事務局スポーツ課 内藤　邦将
総務部財政課 高山　　誠 教育委員会図書館 塚本ゆかり
総務部収納課 ◎加賀　　彰 教育委員会美術館 片岡　貴広

事務局
職　名 氏　名 職　名 氏　名

市長公室企画政策課 足立　直樹 市長公室企画政策課 小澤　純司
吉川　修司 山田　知華

（大口　　伸） 落合　一将
荻原　幸雄 （大屋　　将）
新見　　巧
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○第６次稲沢市総合計画の策定経過

（１）　策定準備

（２）　市民参画

期　日 内　容
平成27年 ４月６日 「第６次稲沢市総合計画」策定の基本方針の配付（庁議にて）

５月８日 総合計画策定業務委託
　・プロポーザル方式で委託業者を選定し、総合計画策定業務を委託

期　日 内　容
平成27年   8月27日

～

  9月11日

将来のまちづくりに関するアンケート調査
　・調査対象：市内在住の3,000人（満16歳以上の方を無作為に抽出）
　・回答者数：1,096人（有効回答率36.5％）

10月  3日
・

10月17日

まちづくりワークショップ
　・参加者：36人（１日目）、34人（２日目）
　　（１日目）地区別でのまちづくりの方向を考えよう！
　　（２日目）テーマ別でのまちづくりの方向を考えよう！

平成28年

11月17日

～

  3月29日

市民インタビュー
　・対象者：企業及び市民活動団体等　　合計23団体

  3月19日 まちづくりシンポジウム
　・稲沢市のまちづくりの取組み紹介
　・「次世代によるまちづくり提案」
　　　発表者：名古屋文理大学及び愛知文教女子短期大学の学生
　・トークセッション
　　 「キャッチ！稲沢の未来！
　　　　　　～地方創生元年、子育てしやすいまちを目指して～」
　　　講演者：中京テレビ放送アナウンサー　恩田千佐子氏
　　　　　　　中京大学経済学部客員教授　エコノミスト　内田俊宏氏

平成29年   5月17日

～

  6月  9日

パブリック・コメント
　・意見提出者：９人　件数：95件

平成29年   5月18日

～

  6月  2日

市政アンケート調査
　・調査対象：市内在住の2,500人（満16歳以上の方を無作為に抽出）
　・回答者数：1,051人（有効回答率42.0％）

  6月  3日 市民説明会
　・参加者：13人
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（３）　総合計画審議会
期　日 内　容

平成28年   8月26日 設置

  8月26日 第１回会議（全体会）
　・諮問
　・今後の運営方法及びスケジュールについて
　・第６次稲沢市総合計画について
　・基本構想（案）について

  9月29日 第２回会議（全体会）
　・ビジョン2027（基本構想）・プラン2027（基本計画）総論（案）につ

いて

10月27日 第３回会議（全体会）
　・ビジョン2027（基本構想）・プラン2027（基本計画）総論（案）につ

いて

平成29年   2月  2日 第４回会議（全体会）
　・ビジョン2027（基本構想）・プラン2027（基本計画）総論（案）につ

いて

  2月20日 第５回会議（第２部会）
　・プラン2027（基本計画）各論（案）について
　　［福祉・健康及び教育・文化に関する事項］

  2月24日 第５回会議（第１部会）
　・プラン2027（基本計画）各論（案）について
　　［生活・環境及び都市基盤・産業に関する事項］

  3月28日 第６回会議（第２部会）
　・プラン2027（基本計画）各論（案）について
　　［福祉・健康及び教育・文化に関する事項］

  3月30日 第６回会議（第１部会）
・プラン2027（基本計画）各論（案）について
　　［生活・環境及び都市基盤・産業に関する事項］

  4月28日 第７回会議（全体会）
　・稲沢市ステージアッププラン（本編）（案）について
　・稲沢市ステージアッププラン（資料編）（案）について
　・まちづくりのキャッチコピーについて

  5月12日 第８回会議（全体会）
　・稲沢市ステージアッププラン（案）について
　・まちづくりのキャッチコピーについて

  6月30日 第９回会議（全体会）
　・パブリック・コメントの結果について
　・稲沢市ステージアッププラン（本編）（案）について
　・稲沢市ステージアッププラン（資料編）（案）について
　・答申（案）について
　・答申
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（４）　総合計画策定委員会
□策定委員会

期　日 内　容
平成28年   5月18日 設置

  8月22日 第１回会議
　・今後の運営方法及びスケジュールについて
　・第６次稲沢市総合計画について
　・基本構想（案）について

  9月  5日 第２回会議
　・ビジョン2027（基本構想）・プラン2027（基本計画）総論（案）～土

地利用方針～　について

  9月20日 第３回会議
　・プラン2027（基本計画）総論（案）について

10月17日 第４回会議
　・プラン2027（基本計画）総論（案）について

平成29年   1月23日 第５回会議
　・ビジョン2027（基本構想）・プラン2027（基本計画）総論（案）につ

いて

  2月  6日 第６回会議
　・プラン2027（基本計画）各論（案）について

  2月13日
14日

第７回会議
　・プラン2027（基本計画）各論（案）について

  3月21日 第８回会議
　・プラン2027（基本計画）各論（案）について

  4月17日 第９回会議
　・ビジョン2027（基本構想）・プラン2027（基本計画）（案）について

  4月24日 第10回会議
　・稲沢市ステージアッププランの本編（案）・資料編（案）について

  6月26日 第11回会議
　・パブリック・コメントの結果について
　・稲沢市ステージアッププラン（本編）（案）について
　・稲沢市ステージアッププラン（資料編）（案）について
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□策定委員会部会
期　日 内　容

平成28年   8月19日 合同部会
　・第６次稲沢市総合計画について
　・基本構想（案）について
　・今後の運営方法及びスケジュールについて

10月  5日
10月  6日
10月  7日

部会Ａ（６日）、部会Ｂ（７日）、部会Ｃ（５日）
　・第６次稲沢市総合計画について
　・基本計画（各論）（案）について
　・部会への依頼事項及びスケジュールについて

10月25日 部会Ａ
　・基本計画（各論）（案）について

10月31日 部会Ａ
　・基本計画（各論）（案）について

11月  4日 部会Ｂ
　・基本計画（各論）（案）について
部会Ｃ
　・基本計画（各論）（案）について

11月10日 部会Ａ
　・基本計画（各論）（案）について

11月22日 部会Ｃ
　・参考指標（案）について

11月24日 部会Ｂ
　・参考指標（案）について

11月28日 部会Ａ
　・参考指標（案）について

12月  9日 部会Ａ
　・参考指標（案）について

□土地利用方針検討会
期　日 内　容

平成28年   7月  7日 第１回会議
　・第６次稲沢市総合計画の策定スケジュール・骨子（案）などについて
　・第６次稲沢市総合計画策定に係る土地利用方針について

  7月28日 第２回会議
　・第６次稲沢市総合計画の土地利用方針（案）について

8月17日 第３回会議
　・第６次稲沢市総合計画の土地利用方針（案）について

  9月  5日 第４回会議
　・第６次稲沢市総合計画の土地利用方針（案）について

12月22日 第５回会議
　・第６次稲沢市総合計画の土地利用方針（案）について

平成29年   1月11日 第６回会議
　・第６次稲沢市総合計画の土地利用方針（案）について
　・新川流域対策について



140

（５）　職員参画

（６）　市議会

期　日 内　容
平成27年   8月10日

～
25日

これからの稲沢市のあり方に関する職員アンケート調査
　・調査対象：稲沢市職員　1,252人（正規職員全員）
　・回答者数：810人（有効回答率64.7%）

平成28年   1月14日
～

2月26日

部長インタビュー
　・対象者：部長10人
　・各部門における現在の政策課題や将来の見通しに対する提案や意見

期　日 内　容
平成28年 12月14日 総務委員協議会（稲沢市総合計画に関する条例の説明）

12月20日 議員総会（稲沢市総合計画に関する条例の説明）

12月27日 議案提出

平成29年   1月17日 総務委員会（議案審査）

  1月25日 稲沢市総合計画に関する条例議決

  5月25日

～

  6月  2日
稲沢市ステージアッププランに係る会派説明

  8月25日 総務委員協議会（基本構想（ビジョン2027）の説明）

  8月31日 議員総会（基本構想（ビジョン2027）の説明）

  9月  7日 議案提出

  9月20日 総務委員会（議案審査）

  9月29日 基本構想（ビジョン2027）議決
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【参考】『稲沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略』策定に係る市民参画

期　日 内　容
平成27年   8月  4日

～
  9月  8日

転出入者へのアンケート調査
　・調査対象：窓口にて転出入の手続きに来られた方
　・回答者数：転出222人、転入131人

  8月27日
～

  9月11日

結婚・出産・子育てに関するアンケート調査
　・調査対象：市内在住の1,000人（満16～39歳の方を無作為に抽出）
　・回答者数：263人（有効回答率26.3％）
若者の進路選択等に関するアンケート調査
　・調査対象：市内在住の1,300人
　　（高校２年生及び大学３年生の学齢の方を無作為に抽出）
　・回答者数：257人（有効回答率19.8％）

  9月  3日

～

  9月  5日

Ｉターンに関するアンケート調査（ネットリサーチ）
　・調査対象：会員制ネットリサーチ企業の登録者の属性データを基に回答

候補者を抽出
　・回答者数：516人

10月10日 結婚・出産・子育てワークショップ
　・参加者：19人

平成28年   2月23日

～

  3月10日

パブリック・コメント
　・意見提出者：６人　件数：16件

  3月28日 『稲沢市人口ビジョン』、『稲沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略』の公開




